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４．指定管理業務にかかる収支状況
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指定事業費

内人件費   　  　Ｄ

内外部委託費   Ｅ

サービス改善の状況

・業務継続計画書(BCP)を策定し、平時より備蓄品の確保、指示系統の明確化を図り、有事の際の対応手順を円滑に業務遂行できるよう改善する。

・利用者アンケートの項目を見直し、より詳細な意見を反映できるよう改善する。

・虐待、感染症委員会を法人全体のサービス種で委員設置し、専門構成員で多種多様な意見を反映できるよう改善する。

※着色セルは、自動計算としている。

補足説明

外部委託比率　　 　Ｅ／Ｂ 0.00% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

人件費率　　　　　Ｄ／Ｂ 85.82% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

事業収支　　　　　Ａ－Ｂ 0 0 0 0 0

25,581,985

21,955,484

自主事業費 0

0

支出計 25,581,985 0 0 0 0

その他 2,436,503

自主事業収入 0

利用料収入　　　　 　　 Ｃ 7,245,482

指定管理料 15,900,000

収入計 25,581,985 0 0 0 0

（ 単位：円 ）

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

日常の事故防止と事故発生時の対応への研修会の実施 － 通年 通年

管理者及び施設職員の専門研修への参加 回 1 1

利用者の拡充による赤字幅の縮小、施設経営の正常化 円 13,890,000 7,285,082

収入状況に応じた支出調整、経費節減等経営の健全化 円 3,782,000 2,968,303

実績

利用者数の拡大 人 1,701 699

目標 実績

サービスの質（提供内容、職員資質等）の総合的ボトムアップ ％ 90 99

目標

年目

施設設置目的
介護が必要な在宅の高齢者等に対し通所による介護サービス等を提供することにより、高齢者等の日常生活における自立の
支援及び孤立感の解消、その家族の身体的又は精神的な負担の軽減等を図り、地域における高齢者等及びその家族の福祉
の増進を目的として、設置する。

主な実施事業
（１）　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第１７項に規定する地域密着型通所介護
（２）　介護保険法第１１５条の４５第１項第１号ロに規定する第１号通所事業
（３）　介護予防に関する事業

成果指標 単位
令和5年度 令和6年度 令和7年度

選定方法 公募 評価実施年 5 年間のうち 1

令和8年度 令和9年度
目標 実績 目標 実績 目標 実績

住所 日光市鬼怒川温泉大原2番地6

指定期間 令和5年4月1日 令和10年3月31日 5 年間

施設名
名称 日光市小来川デイサービスセンター

所在地 日光市中小来川2668番地1

指定管理者

名称 社会福祉法人　日光市社会福祉協議会

代表者名 会長　岸野　稔

健康福祉 高齢福祉

（様式第３号）
指定管理施設事業評価票(令和5年度分）



５．管理運営状況

事業計画に即し、人員を過不足なく配置している。
必要な資格、経験を有する人員が確保されている。
事業計画に即し、計画的に研修等を年1回実施している。
外部委託の内容は、事前に市の承認を受けており、適切である。
外部委託業者に対して、協定書等を遵守させている。
法令、条例等に基づき、必要な点検、報告等を行っている。
個人情報保護に関する法令を遵守している。
個人情報の漏えい、滅失等の事故防止策に対する研修を年1回行っている。
情報公開に関する法令や条例に準拠した運用がなされている。
協定書に従い、情報を適切に管理し、公表している。
業務日誌等を適切に整備、保管している。
点検、修繕等の履歴が適切に記録、保管されている。
協定書に従い、各報告書等を、市に提出している。
市、関係団体等との連絡調整を適切に行っている。
事故、災害等の緊急時の連絡体制が整備されている。
緊急時のマニュアルが整備され、年1回訓練を行っている。
避難経路が適切に確保されている。

協定書に従い、開館日、閉館時間等を遵守している。
事故防止及び安全確保のための研修を年1回行っている。
利用許可、案内等を迅速かつ適切に行っている。
利用者に対して、設備、備品等を適切に提供している。
言葉遣い、態度、服装等接遇が適切である。
事業計画に即し、受託事業を実施している。
施設の目的に沿った自主事業を実施している。
事業内容がサービス水準の向上に寄与している。
仕様書等に従い、清掃、警備、衛生管理等を適切に行っている。
仕様書等に従い、施設や設備の保守管理を行っている。
備品台帳に基づき、備品を適切に管理している。
協定書に従い、適切に修繕を行っている。

事業の開催案内、ホームページの管理等を適切に行っている。
要望、苦情等に対して迅速かつ適切に対応している。
要望、苦情等を整理し、市に報告している。
利用者アンケート調査を実施し、その結果が妥当である。
利用実績は、目標水準である。

専用の口座、帳簿等を備え、適切に経理事務を行っている。
収支予算書の範囲内で適正に予算執行している。
経費が縮減され、又は縮減に向けた努力を行っている。
収支予算書と比較して、収支状況は妥当である。

（指定管理者自己評価）

※評価区分

評価基準 A (優良） ＝ 協定等の遵守に加え、仕様書より優れた管理が行われた。

B（良好） ＝ 協定等を遵守し、仕様書に沿った管理が行われた。

C（要改善） ＝ 一部、協定等が遵守できていない。又は、不測の事態等により仕様書に沿った管理ができなかった。

※施設所管課は、指定管理者に対するモニタリングや事業報告書の内容等を踏まえ、評価します。

※数値が記載されているものに関しては、数値目標達成がＢ評価となります。

総括評価 A (優良） ＝ 評価項目のうち、Ａ判定が80%以上 総合評価 A (優良） ＝ 自己評価、所管評価の《総括》にCが含まれず、かつAが４つ以上ある。

B（良好） ＝ Ａ、Ｃ 以外 B（良好） ＝ Ａ、Ｃ 以外

C（要改善） ＝ 評価項目のうち、Ｃ判定が20%以上 C（要改善） ＝ 自己評価、所管評価の《総括》にCが２つ以上含まれる。

前年度総合評価 Ｂ（良好） 総合評価 Ｂ（良好）

所見
（成果・課題等）

　通所介護事業として、関係法令に遵守し適正な事業運営の実施に努めた。今年度はBCP策定に基づき備蓄品購入や対応手順等を整備し危機管理体

制の強化に努めならが有事に備えて職員間で危機意識を高めた。利用状況の推移については、急激な利用登録者の減少がみられたことから下半期は

利用者獲得に向けてチラシを全戸回覧するなど施設紹介のPR活動の周知を図った。経営面については、利用者数の大幅な減少がみられたことから収支

状況の安定化が図れずに資金取崩の繰入を行うなど経営課題の深刻化がみられた。限定された事業活動地区の不測の事態においては地区の前後期

（所管課評価）

業務継続計画の策定と計画に従った取組みや体制等の整備を行い、職員に対する災害や感染症への危機意識の醸成を行っている。

新型コロナウイルス感染症の影響による利用登録者の減少がみられたが、利用者獲得に向け小来川地区住民への周知活動を継続的に行った

ことは評価したい。利用者数減少による経営課題が表出されたが、運営基準や算定基準を踏まえ、健全な経営を期待したい。

高齢者数、介護認定登録者数の状況把握に努めていき、課題解決の困難な実態については早期に所管課と連携して健全な運営を図りたい。

収支状況 C B
総括 「経費の収支等」に関する評価【４項目】 B B

③
安
定
性

経理事務 A B
予算執行 B B
経費縮減 B B

利用状況 C C
総括 「業務の内容・水準」に関する評価【１８項目】 B B

苦情等対応
B B
B B

利用者アンケート B B

環境配慮 環境配慮率選考計画取組点検表において、（１）が取組項目の2/3に達している。 B B
広報活動 B B

維持管理

B B
B B
B B
A A

総括 「業務の実施体制」に関する評価【１7項目】 B B

②
サ
ー

ビ
ス
の
質
の
評
価

施設管理
A A
B B

事業運営
B B
B B
B B

利用者対応
B B
B B
B A

B
B B

緊急対応
B B
B B
A B

管理記録
B A
B B

連絡調整
B B
A A

B B
B B

法令遵守等 B B

①
サ
ー

ビ
ス
の
履
行
の
確
認

人員体制
B B
B B
B B

外部委託

個人情報保護
B B
B B

情報公開
B

評価項目 評価基準 指定管理者
自己評価

施設所管課
評価


